
（１）事業の概要等

（２）事業費
単位等

千円

千円

千円

千円

％

千円

人

千円

人

千円

千円

千円 678

計（B） 75 75 75 75

人
件
費

正規職員（平均賃金） 75 75 75 75

正規職員 0.01 0.01 0.01 0.01

その他職員

2,000

対前年比 ― 90.4% 108.5% 124.5%

R5

直
接
経
費

決
算
額

財
源

一般財源 293 246 284 403

計（A） 493 446 484 603

200
その他

事
業
費

項目 R1 R2 R3 R4

国・県支出金 200 200 200

予算額 5,000 3,000 2,000 2,000

その他職員（時給×時間）

事業費合計（C＝A＋B） 568 521 559

対象
（何･誰を対象

に）

市内に土地、家屋等を所有する方

内容・手段
（目的達成のた
めにどのような
事業を実施した

か）

●実施内容
　降雨時における雨水流出抑制を図ることにより河川の洪水を防止すると
ともに、雨水の有効利用を図るため、新たに設置される雨水貯留施設等の
工事費に対し、補助金（3/4・限度額あり）を交付する。

受益者負担 無

根拠法令
・個別計画

小牧市雨水貯留施設等設置補助金交付要綱 事業種別 一般事業

目的・成果
（何のために、ど
のような成果を
期待するか）

　降雨時における雨水流出抑制を図ることにより河川の洪水を防止すると
ともに、雨水の有効利用を図るために、新たに設置される雨水貯留施設等
の設置を促し、市内の浸水被害軽減を目指す。

担当係 河川係

目 3 大 4 中 1予算区分 一般会計 款 8 項 3

事業番号 B2802

実施計画事業
実施計画事業以外の事業 〇

令和５年度 事務事業評価シート

事
業
の
概
要

事務事業名 雨水貯留施設設置助成事業 担当部 建設部

事業期間 平成１５年度 ～ 令和７年度以降 担当課 河川課

小牧市まちづくり推進計
画（R1年～R4年） 分野別計画編

基本
施策

28
展開
方向

2
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実績
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実績

目標

実績

目標

実績

（４）事業の評価

千円 節 細節 細々節

事
業
の
評
価

事業の方向性 維　持 事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

今後の実
施内容

　浸水対策のために必要な事業であるため、事業は引き続き維持しつつ、ＰＲ活
動を行っていく。

●ＰＲ方法
・広報こまきでの継続的に紹介する。
・HPやSNSで継続的に紹介する。
・６月中旬に開催しています新川流域ビジュアルボードフェア等の各種イベントを
通じてPRする。
・河川課や上下水道施設課で行なう事業説明会の折にもPRする。
・浸水被害の状況を後日調査・確認する際にも、被害に合われた方に助成事業を
PRする。

事務事業評
価による額

受益者あたり事業費
（＝C/a）

円 ― ― ― ―

事
業
の
達
成
状
況
と
課
題

●達成状況
　令和元年度から令和４年度までに37件の雨水貯留施設設置助成を行った。

●課題
　近年、全国で激甚化、頻発化している豪雨災害に対し、行政による河川のみの
対策または下水道のみの対策だけでは浸水被害を防止することに限界があるこ
とから、個人、事業所、地域みずからが浸水対策を行う「自助」や「共助」を適切に
組み合わせた総合的な治水対策が必要であります。雨水貯留施設設置助成はこ
うした自助の行動を促すための事業であるが、近年は申請件数が6～12件とピー
ク時と比べ、少なくなっている。今後も引き続き市民の方に雨水貯留施設設置助
成事業を広く認知して頂けるようにＰＲ活動を行っていく必要がある。
　

―

6 9 10 12

R5

成
果
指
標

床上、床下浸水
の被害戸数

戸
0 0 0 0 0

0

雨水貯留施設設
置助成金交付額

千円
5,000 3,000 2,000 2,000 2,000
493 446 603

指
標

指標ほか R1 R2 R3 R4

0 0 3

484

活
動
指
標

雨水貯留施設設
置申請件数

件
― ― ― ―

単
位
あ
た
り

事
業
費

受益者数（a） 人 ― ― ― ―

雨水貯留施設整備
の進捗率 ↗ 63.2 65.6 65.6 72.2

展開方向における指標の推移 基本施策 28 展開方向 2

指標名 方向性 基準値 R2 R3 R4 R5


